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③京浜急行大師線連続立体交差事業

事業中（川崎大師駅～小島新田駅）

新百合ヶ丘駅

武蔵溝ノ口駅

小田急線

JR南武線

多摩川

多摩川スカイブリッジ

小島新田駅

キングスカイフロント

東京国際空港

①東日本旅客鉄道南武線
事業完了（武蔵小杉駅～第三京浜道路）

②東日本旅客鉄道南武線
事業完了（稲田堤駅～府中本町駅）

武蔵小杉駅

第
三
京
浜
道
路

稲田堤駅

京急川崎駅

八丁畷駅

登戸駅

鈴木町駅

表 川崎市の連続立体交差事業の実施状況

①東日本旅客鉄道南武線 事業完了（武蔵小杉駅～第三京浜道路）

②東日本旅客鉄道南武線 事業完了（稲田堤駅～府中本町駅）

③京浜急行大師線
計画区間※１（京急川崎駅～小島新田駅）
事業中（川崎大師駅～小島新田駅）

④東日本旅客鉄道南武線 計画区間※２（矢向駅～武蔵小杉駅）

※１ 計画区間のうち京急川崎駅～川崎大師駅間は、平成29年度に事業中止の方針を公表済
※２ 平成２９年度に新規事業採択

川崎大師駅

④東日本旅客鉄道南武線
計画区間（矢向駅～武蔵小杉駅）

連続立体交差事業は、都市部における道路整備の一環として、道路と鉄道との交差部において、鉄道を高架化または地
下化することによって、多数の踏切を一挙に除却し、踏切に起因する交通渋滞の解消、通学児童等の安全性の向上を図る
とともに、鉄道により分断された市街地の一体化を促進する事業です。

京浜急行湘南線
未整備（八丁畷駅付近）

１ 事業目的
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鹿島田踏切 向河原駅前踏切

【沿線の課題】

１ 踏切遮断中の横断及び交通渋滞等、道路交通に関する課題

２ 通学路の安全及びバスの速達性の低下等、生活環境に関する課題

３ 災害発生時の避難路確保及び物資輸送等、災害対策に関する課題

抜本的な踏切対策が必要

１ 事業目的
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横浜市鶴見区

計画区間（矢向駅～武蔵小杉駅間） 約4.5km完成区間（武蔵小杉駅～第三京浜道路間） 約3.9㎞

凡例
踏切

踏切（開かずの踏切）

歩行者ボトルネック踏切

凡例

住宅市街地整備の重点地区

再開発地区

大規模企業・研究施設

主な公園緑地

土地利用転換候補地

都市計画道路・国道等（ ）計画幅員

（未整備・事業中区間）

表 踏切一覧

踏切に関する定量的課題

開かずの踏切：５箇所
歩行者ボトルネック踏切：４箇所

１ 事業目的

No. 踏切名 道路名

踏切道調査表（令和５年１月調査）・踏切道実態調査表 緊急対策踏切・踏切道安全通行カルテ（令和４年12月末）

踏切遮断時分 鉄道交通量 道路交通量 踏切交通遮断量

開かず 自動車ＢＮ 歩行者ＢＮ 歩道狭隘
通学路
要対策

事故多発
円滑化
要対策

１日 １時間最大 １日 １時間最大
三輪以上の

自動車

二輪
軽車両
自転車

二輪
軽車両

（自転車を含
む）

歩行者 自動車 歩行者等

(時間/日) (分/時) (本/日) (本/時) (台/日) (台/日) (台/日) (台/日) (人/日) (台･時/日)
(台人･時/

日)

1 塚越 市道幸２号線 5.7 31 364 42 6,957 2,103 425 1,678 1,943 39,655 20,640 － － ○ － － ○ －

2 鹿島田 市道古市場矢上線 7.0 42 364 42 6,449 4,068 432 3,636 6,418 45,143 70,378 ○ － ○ － － － －

3 川崎堀 国道409号 6.3 39 364 42 6,890 1,385 400 985 1,776 43,407 17.394 － － － － － － －

4 平間 市道田尻町12号線 5.9 34 364 42 620 997 156 841 1,287 3,658 12,555 － － － － － － －

5 平間駅前 県道大田神奈川線 8.2 48 364 42 5,460 1,299 519 780 6,377 44,772 58,687 ○ － ○ － － － ○

6 中丸子第一 市道中丸子97号線 7.0 46 364 42 0 89 14 75 304 0 2,653 ○ － － － － － －

7 中丸子第二 市道中丸子93号線 5.2 36 364 42 235 403 40 363 1,443 1,222 9,391 － － － － － － －

8 中丸子第三 市道中丸子70号線 6.7 44 364 42 1,414 471 107 364 840 9,474 8,067 ○ － － － － － －

9 向河原駅前 市道下沼部30号線 6.9 44 364 42 2,633 1,126 131 995 13,035 18,168 96,807 ○ － ○ － － － －
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２ 事業概要

事業名：ＪＲ東日本南武線連続立体交差事業（矢向駅～武蔵小杉駅間）

所在地： 川崎市幸区塚越４丁目～中原区上丸子山王町２丁目

延 長： 約4.5ｋｍ

事業採択年度：平成29年度

再評価年度：平成30年度

経過年数：６年

再評価の条件：再評価実施後５年間を経過

総事業費 ： 約1,387億円（令和５年１月時点）

除却踏切 ： ９箇所

立体化駅 ： 鹿島田駅・平間駅・向河原駅

構造形式 ： 高架式（嵩上式）・地表式

完了予定年度：令和21年度

6



鹿島田駅 平間駅
向河原駅

横浜市
Ｎ

塚
越
踏
切

川
崎
堀
踏
切

平
間
駅
前
踏
切

平
間
踏
切

中
丸
子
第
一
踏
切

中
丸
子
第
二
踏
切

中
丸
子
第
三
踏
切

矢向駅

向
河
原
駅
前
踏
切

平面図

縦断図

鹿
島
田
踏
切

凡例
南武線 ・ 踏切道 ・ 塚越南加瀬線 ・大田神奈川線 ・矢向鹿島田線 ・ 区画街路 ・ 自転車歩行者専用道古市場矢上線 ・

２ 事業概要
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鹿島田駅 平間駅
向河原駅

横浜市
Ｎ

矢向駅

横断図①
２ 事業概要
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鹿島田駅 平間駅
向河原駅

横浜市
Ｎ

矢向駅

横断図②
２ 事業概要
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都市計画
決定に
向けた取組

令和４年度～

都

市

計

画

決

定

令和５年度末

事

業

認

可

用地取得

令和６年度～

下り線
高架工事

・５年間で工事
に必要な用
地を取得

・用地取得６年
目に着工

(令和11年度)
・事業着手から10

年目に「開かず
の踏切」が解消
(令和15年度)

下
り
線
切
換
え

完

成

令和21年度

上り線
高架工事

事業期間16年

今後のスケジュール

２ 事業概要
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３ 事業経緯

年 度 内 容

平成19年度 「JR南武線未高架地域の連続立体交差化に関する請願」（署名55,000人）川崎市議会にて全会一致で採択

平成26年度 JR南武線（矢向駅～武蔵小杉駅間）が次期連続立体交差化の候補区間として国庫補助事業に採択され、連
続立体交差事業調査（土質調査、基本設計等）に着手

平成28年度 川崎市総合計画第１期実施計画において、都市計画決定時期を平成30年度にすることを公表

平成29年度 社会資本整備総合交付金制度において新規事業採択（B/C=1.32）
構造工法を仮線高架工法に決定

平成30年度 川崎市総合計画第２期実施計画において、都市計画決定時期を令和２年度に変更することを公表
平成31年度から着工準備段階も含めた個別補助制度への移行に伴い、事業再評価を実施（B/C=1.32）

平成31年度 仮線高架工法における概略設計及び環境影響評価に着手

令和２年度 新型コロナウイルス感染症等の影響による社会変容を見据えた事業効果や、長期的な行財政運営の見通し
を踏まえ、令和２年度の都市計画決定の見送りを決定し、必要な検討を実施した上で令和３年度の川崎市
総合計画第３期実施計画において検討結果を明らかにすることとした

令和３年度 構造工法を「別線高架工法」により都市計画手続を進める方針を決定
南武線沿線住民に対して工法変更に関する説明会を開催

令和４年度 川崎市総合計画第３期実施計画において、都市計画決定時期を令和５年度とすることを公表し、別線高架工
法における概略設計及び環境影響評価に着手
環境影響評価準備書説明会及び都市計画素案説明会を開催
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H30

R5

R1

R2

R3

R4
概略設計
環境影響評価
用地測量
（約７億円）

R6

都市計画手続

都市計画決定

概略設計
環境影響評価
用地測量
（約10億円） 都市計画手続

都市計画決定

事業認可取得

用地取得

大規模投資的事業の見直し

別線高架工法に変更

仮線高架工法に決定

都市計画手続

H29

仮線高架工法に決定

新規事業採択 新規事業採択

今回の再評価期間における実施経過

当初計画スケジュール 現 在

再評価

再評価

３ 事業経緯

概略設計
環境影響評価
用地測量
（約10億円）
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H30

R5

R1

R2

R3

R4

概略設計
環境影響評価
用地測量

R6

都市計画手続

都市計画決定

概略設計
環境影響評価
用地測量

都市計画手続

都市計画決定

事業認可取得

用地取得

大規模投資的事業の見直し

別線高架工法に変更

仮線高架工法に決定

概略設計
環境影響評価
用地測量

都市計画手続

H29

仮線高架工法に決定

新規事業採択 新規事業採択

今回の再評価について

当初計画スケジュール 現 在

再評価

再評価

社会情勢激変の可能性、近い将来元に戻る可能性等、社会がどのように変化していく
か見込むことが難しい状況の中、ひとまずは、事業中止の判断の可能性は含めずに、
状況を注視しつつ、行政としてコスト縮減等を図るため、Ｒ３に全庁的に大規模投資的
事業の見直しを実施し、当事業については工法変更を決定した

Ｒ２ コロナ発生

（Ｒ５）本日の公共事業評価審査委員会において、Ｒ３年度の工法変更も含め、前回再
評価からの５年間の取組を審査・評価いただきたい

（Ｈ３０）個別補助への移行に伴い、再評価実施

３ 事業経緯
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１ 検討経過

※1 開かずの踏切：ピーク時の遮断
時間が40分/時以上の踏切

令和２年度までは、都市計画決定されている道路（矢向鹿島田線）や沿線の都

市施設（鹿島田駅のペデストリアンデッキ）を活かした連続立体交差の事業計画

としていたが、更なる事業費の縮減と事業期間の短縮を行うため、都市計画道路

矢向鹿島田線や鹿島田駅のペデストリアンデッキの形状変更も含め、今後の利

用状況等を整理し、事業計画の見直しを令和２年度から令和３年度の期間に

行った。

【検討経過①】

事業計画の仮線高架工法について、事業費の縮減や事業期間の短縮が

できないか。

→鹿島田駅のペデストリアンデッキを駅付近で地上に下すことを前提に、

高架橋の高さを低く抑え、事業費縮減の検討を行った。

【検討経過②】

仮線高架工法にとらわれず、構造工法などを含めて見直し、事業費の

縮減や事業期間の短縮ができないか。

→都市計画道路矢向鹿島田線や鉄道の位置等を変更することで、別線

高架工法の採用が可能か検討を行った。

工法変更の検討経過３ 事業経緯

都計道
W=12m

12m
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２ 当初の事業計画の精査・深度化

当初の事業計画の精査・深度化に関する検討経過を以下に示す。

（１） 仮線高架工法（当初の事業計画）

・算出時期：平成27年度

・総事業費：約1,479億円

・平成27年度に事業調査を行い算出した、令和２年度まで概算事業費として公表してきたもの

（２）仮線高架工法（精査・深度化）

・算出時期：令和2年度

・総事業費：約1,601億円

・平成30年度からＪＲ東日本に委託し概略設計を実施

検討条件：京浜急行大師線１期①区間における事業費の増額や事業期間の延伸等の原因を踏まえ、

測量や地質調査等を行うことで現地の状況をしっかりと把握し、物価高騰による労務費や材料費の単価の更新や

新たに判明したガントリーや向河原変電所移転のための工事費等も加え、事業費を再算出

【主な変更理由】

・労務、材料費の高騰

約７０億円

・概略設計において判明したガントリーや向河原変電所

移転の工事費

約５０億円 ほか

・事業期間：約21年（用地取得6年目から着工する場合）

・開かずの踏切解消：鉄道工事に着手してから11年目

ガントリー・向河原変電所

（※1）平成27年度の建設工事費を100とした場合の各年度の工事費の物価指数

（参考）普通作業員労務費（円/人日） 建設工事費デフレーター（※1）

工法変更の検討経過３ 事業経緯
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３ 更なる事業費縮減と事業期間短縮に向けた検討

更なる事業費縮減と事業期間短縮に向けた検討経過を以下に示す。

（１） 仮線高架工法（高架橋高さ見直し）

・算出時期：令和3年度

・総事業費：約1,551億円

・事業期間：約21年（用地取得6年目から着工する場合）

・開かずの踏切解消：鉄道工事に着手してから11年目

・検討条件：高架橋の高さを約12mから約8mに見直す。

鹿島田駅のペデストリアンデッキが支障

鹿島田駅の改札口は1階

（２）別線高架工法（工法を変更）【現在の事業計画】

・算出時期：令和3年度

・総事業費：約1,387億円

・事業期間：約16年（用地取得6年目から着工する場合）

・開かずの踏切解消：鉄道工事に着手してから5年目

・検討条件：直接高架橋に切替えるため現線の西側に高架橋を築造

構造上などの制約から高架橋の高さは約8m

都市計画道路（矢向鹿島田線）の都市計画変更が必要

鹿島田駅のペデストリアンデッキが支障

鹿島田駅の改札口は1階

図１ 別線高架工法イメージ

工法変更の検討経過３ 事業経緯

図２ 都市計画変更イメージ
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• 仮線高架工法と別線高架工法の工程表の比較

以下のとおり工程を比較すると、別線高架工法の方が下り線を先行して切換えることから、「開かずの踏切解消」が６年短縮する。

４ 工程表の比較

※
４

← 西

下り線切替後、踏切は上り線のみとなる
ため、「開かずの踏切」が解消する。

東 →

「開かずの踏切」解消イメージ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

鉄道
道路

下り 1 2 3 4
上り

撤去・残工事

●
都
市
計
画
決
定

高架
工事

用地
取得

工期（年）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

鉄道
道路

1 2 3 4 5

上り 6 7 8 9 10
下り

撤去・残工事

仮線工事

●
都
市
計
画
決
定

工期（年）

用地
取得

高架
工事

開かずの踏切解消

用地取得6年目から
着工と仮定

開かずの踏切解消

用地取得6年目から
着工と仮定

開かずの踏切の解消
は6年短縮

※４ 仮線高架工法、別線高架工法とも都市計画決定の手続きに必要な期間は含まず

仮
線
高
架
工
法

別
線
高
架
工
法

工法変更の検討経過３ 事業経緯
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５ 鹿島田駅のペデストリアンデッキについての検討

別線高架工法の場合、鉄道の高架橋の高さを低くすることから、鹿島田駅で鉄道を跨ぎ東西を結んでいるペデストリアンデッキが支障とな
るため、復旧の可否について検討を行った。

• 都市計画道路矢向鹿島田線の建築限界（高さ4.7m）を確保し、
鉄道高架橋の下にペデストリアンデッキを通すには（左図の
青色箇所）、歩行者の通行に必要な高さ2.5mは確保できず
約1.2mとなることや階段での整備になるためバリアフリーで
の対応が困難である。

• 鉄道高架橋の高さを歩行者の通行に必要な高さが確保でき
るまで高く上げるには、ペデストリアンデッキと交差する前後
それぞれ約１００ｍの区間の鉄道高架橋の高さを見直す必
要があることや、鹿島田駅の高さなどの見直しが必要となる。
また、下り線の高架橋は橋脚１本で自立させる構造のため
高くすることは困難で、事業費縮減などの効果が得られなく
なる。

• 鉄道高架橋の上にペデストリアンデッキを設置する（左図の
赤色箇所） には、鉄道の建築限界（高さ6ｍ）を確保する必要
があり、既存のペデストリアンデッキの高さから、さらに約8ｍ
上げなければならない。

• 上記の検討から、鉄道を東西に跨ぐ形状のペデストリアン

デッキを整備することは困難である。

工法変更の検討経過３ 事業経緯
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５ 鹿島田駅のペデストリアンデッキについての検討

別線高架工法により鉄道を高架化する場合、鹿島田駅の鉄道を東西に跨ぐペデストリアンデッキについては、鉄道高架橋の上下を
通す案や鉄道橋を更に高くするなどの検討を行った結果、バリアフリーの確保や事業費の増加、駅へのアクセス性などの課題があ
り、復旧が困難ですが、これまで「鹿島田駅西部地区地区計画」に基づきペデストリアンデッキを中心としたまちづくりを進めてきた経緯に
加え、踏切や地上の鉄道が無くなること、改札口が２階レベルから１階（地盤面）に変更となることなどを踏まえ、既存ペデストリアンデッキ
利用者の安心・安全な歩行経路確保の観点から、ペデストリアンデッキを駅前に接続させる方針とする。

• 鹿島田駅のペデストリアンデッキは、駅前に接続させる
方針とする。

• 連立事業の構造工法変更に伴う都市計画上の考え方の
整理を行うとともに、関係機関や関係者の理解を得た上
で、沿線のまちづくりの考え方を関係局と連携しながら整
理し、連立事業と整合を図れるよう適切に土地利用誘導
を行うことが必要。

別線高架工法は、既存の鉄道
施設を活かしながら高架橋を
築造する工法であるため、駅
周辺は一般部よりも用地が広
く必要となる。このため、鹿島
田駅の西側では、現在の都市
計画道路矢向鹿島田線の線
形を西側に最大で12m程度拡
幅することが必要となり、土地
利用に影響が生じる可能性が
あるため、 今後、対応につい
て検討を行う。

工法変更の検討経過３ 事業経緯

ペデストリアンデッキ（跨線部）交通量調査結果
日 時：令和５年６月28日（水）7:00～20:00
交通量：5,446（人/13時間）
ピーク時（８時台）：591（人/時間）

交通量調査断面
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６ 検討結果のまとめ

当初の事業計画の精査・深度化 更なる事業費縮減と事業期間短縮に向けた検討

①仮線高架工法
（当初の事業計画）

②仮線高架工法
（精査・深度化）

③仮線高架工法
（高架橋高さ見直し）

④別線高架工法
（工法を変更）

算出時期 平成２７年度 令和２年度 令和３年度 令和３年度

総事業費 約１,４７９億円 約１,６０１億円 約１,５５１億円 約１,３８７億円

②との差額 ▲１２２億円 － ▲ ５０億円 ▲２１４億円

開かずの
踏切解消

鉄道工事に着手してから
１１年目

鉄道工事に着手してから
１１年目

鉄道工事に着手してから
１１年目

鉄道工事に着手してから
５年目

事業期間 未算出 約２１年 約２１年 約１６年

表 事業費及び事業期間の比較

当初 現在

・結果
別線高架工法は、仮線高架工法と比べ、仮線路を敷設せず直接高架橋に切換えるため、仮線路が不要となり「事業費の縮減」が図られることと併せて、

「事業期間の短縮」が図られることで、「開かずの踏切の解消」や「立体交差化による踏切の除却」などの事業効果の早期発現が可能である。
なお、都市計画道路（矢向鹿島田線）の都市計画変更を行うとともに鹿島田駅のペデストリアンデッキについては、駅前に接続させる方針とする。

工法変更の検討経過３ 事業経緯
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４ 再評価の進め方

• 本事業は前回再評価を実施した平成30年度から５年間が経過することから、「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」に基づき、本市が再

評価を実施する

１ 基本方針

• 国要領で定める３つの視点に基づき検討を実施し、検討結果に基づき、対応方針（案）として「継続」「見直しを実施した上で継続」「中止」を決定

（下表および下図を参照）

２ 再評価の進め方 ～対応方針（案）の決定～

表 事業再評価における検討の視点

視点 内容

a 事業の必要性等に
関する視点

• 事業を巡る社会経
済情勢等の変化

• 事業の投資効果
• 事業の進捗状況

• 需要の見込みや、事業を巡る社会経済情
勢等の変化状況等

• 事業の投資効果やその変化。費用便益
分析を実施

b 事業の進捗の見込
みの視点

• 事業の実施の目途、進捗の見通し等

c コスト縮減や代替
案立案の可能性の
視点

• 技術の進展に伴う新工法の採用等による
新たなコスト縮減の可能性や事業手法、
施設規模等の見直しの可能性

a 事業の必要性等に関する視点

b 事業の進捗の見込みの視点

c コスト縮減や代替案立案等の

可能性の視点

c コスト縮減や代替案立案等の

可能性の視点

継 続
見直しを実施した上で

継続
中 止

a、bのいすれでも
継続が妥当

a、bの両方もしくはいずれかでも
継続が妥当ではない

見直しをしても継続が
妥当ではない

事業手法、施設規模等の
見直しによって、a、bの
視点から見て継続が妥当

見直しの
必要なし

見直しによって
より効率化

資料 「国土交通省所管事業公共事業の再評価実施要領」に基づき作成

図 対応方針決定の考え方

資料 「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」に基づき作成
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下記a～cの視点を踏まえた内容について検討を実施

a 事業の必要性に関する視点

→ 事業を巡る社会情勢等の変化（人口推移、南武線の利用状況、踏切遮断時間、踏切交通量)

→ 事業の投資効果（費用便益分析、その他の整備効果、まちづくりへの波及効果）

→ 事業の進捗状況（都市計画手続等の進捗状況）

b 事業の進捗の見込みの視点

→ 事業の実効性

c コスト縮減や代替案立案の可能性の視点

→ 施工計画や事業手法、施設規模等の見直しの可能性

３ 検討内容

本事業を効果的な取組とするため、検討結果等を踏まえて「対応方針（案）」を取りまとめる

４ 「対応方針（案）」の取りまとめ

４ 再評価の進め方
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１ 事業を巡る社会情勢等の変化

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点

人口推移

連続立体交差化区間の幸区・中原区の人口は、総人口のピーク後に減少傾向が想定されているが、現在から約40年後の人口
はほとんど変化がない。

出典：川崎市総合計画第３期実施計画策定に向けた将来人口推計（更新版）
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１ 事業を巡る社会情勢等の変化

南武線の利用状況

新型コロナウィルス感染症の拡大により、南武線の平均通過人員が大幅に減少したが、近年は徐々に回復傾向となっている。

出典：ＪＲ東日本ホームページ「路線別ご利用状況」
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５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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１ 事業を巡る社会情勢等の変化

遮断時間が40分/時以上の踏切はいずれも同様の5箇所であるが、平間駅前踏切はピーク時遮断時間が8分増加している。

踏切遮断時間の比較

No. 踏切名

ピーク時遮断時間
40分/時以上

遮断時間

ピーク時（分/時） 1日当たり（時/日）

H26 R4
H26
①

R4
②

差(②-①)
H26
①'

R4
②'

差(②'-①')

① 塚越踏切 33 31 -2 5.6 5.7 -0.1

② 鹿島田踏切 ● ● 42 42 0 7.3 7.0 -0.3

③ 川崎堀踏切 39 39 0 6.0 6.3 +0.3

④ 平間踏切 39 34 -5 5.9 5.9 0

⑤ 平間駅前踏切 ● ● 40 48 +8 7.9 8.2 +0.3

⑥ 中丸子第一踏切 ● ● 42 46 +4 6.9 7.0 +0.1

⑦ 中丸子第二踏切 32 36 +4 5.1 5.2 +0.1

⑧ 中丸子第三踏切 ● ● 41 44 +3 7.0 6.7 -0.3

⑨ 向河原駅前踏切 ● ● 46 44 -2 7.8 6.9 -0.9

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点

※ 平間駅前踏切については、令和３年２月の賢い踏切導入前は、ピーク時遮断時間が52分であった。
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１ 事業を巡る社会情勢等の変化（現在に至るまでの踏切暫定対策）

対策 実施時期

歩道部のカラー化 平成２１年度

踏切拡幅 平成元年度

歩行者立体横断施設 平成１６年度

両側改札化（橋上駅舎） 昭和６３年度

賢い踏切 平成１１年度
鹿島田踏切

鹿島田踏切で実施した現在までの踏切暫定対策を下表に示す。

対応可能な踏切暫定対策は全て実施しているが、自転車交通量が多く、踏切利用者から立体
交差化を求められている。

鹿島田踏切

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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１ 事業を巡る社会情勢等の変化（現在に至るまでの踏切暫定対策）

平間駅前踏切で実施した現在までの暫定対策を下表に示す。

対策 実施時期

歩道部のカラー化 平成２１年度

歩行者立体横断施設 昭和４０年度

賢い踏切 令和２年度

歩行者立体横断施設

・賢い踏切の導入後は、遮断時間の短縮の効果があり、特に10分以上閉まったままの状況が改善され、
長い時間待たず踏切横断をすることが可能となったことから違法踏切横断者は減少したが、依然として、
『開かずの踏切』は解消していない。

・140メートル川崎側に歩行者立体横断施設があるが、踏切から歩行者立体横断施設の利用転換は進んでいない。
・踏切の歩道部の幅員は60センチメートル程度と狭いため、歩行者が輻輳している。

平間駅前踏切

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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１ 事業を巡る社会情勢等の変化（現在に至るまでの踏切暫定対策）

向河原駅前踏切で実施した現在までの暫定対策を下表に示す

対策 実施時期

歩道部のカラー化 平成２１年度

踏切拡幅 平成２６年度

両側改札化 不明

踏切迂回路の整備 令和元年度

賢い踏切 令和４年度

• 下沼部小学校の通学児童約700名が利用しており、電車遅延で踏切が開かず始業時間に遅れる事態が生じた。
• 踏切迂回路の整備後、現在の通学路よりも遠回りになるため通学路の変更には至っていないが、自転車の迂回

路利用への転換が図られ、踏切の自転車利用台数は減少し、踏切利用の歩行者の安全性向上に寄与した。
• 賢い踏切の導入後は、遮断時間の短縮の効果があり、長い時間待たず踏切横断をすることが可能となったが、

『開かずの踏切』は解消していない。

踏切迂回路

向河原駅前踏切

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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１ 事業を巡る社会情勢等の変化

今後も踏切除却の必要性は変わらず、抜本的な対策（立体交差）が必要である。

人口推移
現在から約40年後の沿線人口はほとんど変化がない。

南武線の利用状況
コロナ禍で落ち込んだ南武線の利用者数は回復傾向にある。

踏切遮断時間
様々な踏切暫定対策を行ってきたが、長時間の踏切遮断時間は変わらず、
開かずの踏切は解消していない。

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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１ 事業を巡る社会情勢等の変化

交通量はH26調査からR4調査にかけておおむね減少傾向にあり、特に鹿島田駅は歩行者が大きく減少している。

これは踏切を横断する際、鹿島田駅に設置されたペデストリアンデッキ（H28年設置）を利用するようになったためであると想定される。

インターネット・スマートフォンの普及や在宅ワークの定着など働き方や住まい方の多様化が加速していることなどを
踏まえ、将来の歩行者等の交通量について注視し状況把握に努めることが必要。

自動車・自転車・歩行者の交通量の比較

No. 踏切名

交通量

自動車（台/日） 自転車（台/日） 歩行者（人/日）

H26
①

R4
②

差(②-①)
H26
①'

R4
②'

差(②'-①')
H26
①''

R4
②''

差(②''-①'')

① 塚越踏切 9,402 6,957 -2,445 5,069 2,103 -2,966 2,668 1,943 -725

② 鹿島田踏切 6,169 6,449 +280 8,116 4,068 -4,048 11,403 6,418 -4,985

③ 川崎堀踏切 7,829 6,890 -939 2,189 1,385 -804 1,953 1,776 -177

④ 平間踏切 564 620 +56 2,104 997 -1,107 1,493 1,287 -206

⑤ 平間駅前踏切 6,588 5,460 -1,128 2,460 1,299 -1,161 7,765 6,377 -1,388

⑥ 中丸子第一踏切 - - - 778 89 -689 1,168 304 -864

⑦ 中丸子第二踏切 232 235 +3 1,273 403 -870 1,627 1,443 -184

⑧ 中丸子第三踏切 1,476 1,414 -62 1,272 471 -801 972 840 -132

⑨ 向河原駅前踏切 2,635 2,633 -2 4,766 1,126 -3,640 15,464 13,035 -2,429

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点

※ 交通量調査については５年に１回実施しているため、R4の数値はR元に実施した調査結果である。
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２ 事業の投資効果

定量的効果（費用便益分析）

費用および便益算定の前提
・基準年次 令和５年度 ・検討年数 供用後50年間 ・社会的割引率 ４％

資料 「費用便益分析マニュアル〈連続立体交差事業編〉」（令和4年2月 国土交通省）に基づき作成

・移動時間短縮便益（自動車・歩行者・自転車）
・走行経費減少便益（自動車）
・交通事故減少便益（自動車・歩行者・自転車）

便益の算定

・連続立体交差事業費
（都市側負担のみ）

費用の算定

・関連道路整備事業費
・道路維持管理費

便益の現在価値（B) 費用の現在価値（C)

費用便益分析の実施

社
会
的
割
引
率

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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２ 事業の投資効果

※１ 費用（Ｃ）の算定は、都市側負担額で算出および消費税相当額は控除している。
※２ 便益・費用については、基準年度における現在価値化後の値である。
※３ 便益及び費用の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
※４ 国との詳細設計協議の内容によっては、変更の可能性がある。

定量的効果（費用便益分析：事業全体）

便益（Ｂ）

移動時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益

費用便益比

（Ｂ/Ｃ）

1,167億円 12億円 24億円 1,192億円

費用（Ｃ）

連続立体

交差事業費

関連道路

整備事業費

道路維持

管理費
総費用

1.4
724億円 113億円 6億円 842億円

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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２ 事業の投資効果

※１ 費用（Ｃ）の算定は、都市側負担額で算出および消費税相当額は控除している。
※２ 便益・費用については、基準年度における現在価値化後の値である。
※３ 便益及び費用の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
※４ 国との詳細設計協議の内容によっては、変更の可能性がある。

定量的効果（費用便益分析：残事業）

便益（Ｂ）

移動時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益

費用便益比

（Ｂ/Ｃ）

1,167億円 12億円 24億円 1,192億円

費用（Ｃ）

連続立体

交差事業費

関連道路

整備事業費

道路維持

管理費
総費用

1.4
717億円 113億円 6億円 836億円

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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２ 事業の投資効果

定量的効果（費用便益分析：感度分析の結果）

感度分析は「費用便益分析マニュアル＜連続立体交差事業編＞（R4.2）」に基づき算出。

費用便益分析の結果に影響を及ぼす要因について、その要因が変動した場合に費用便益分析結果に及ぼす影響を把
握する。

影響要因は、交通量、事業費、事業期間の３要因とする。

残事業を対象として実施。

変動幅については、マニュアルに準拠し±１０％を採用。

変動ケース 費用便益比
（B/C）

交通量 ±10% 1.2 1.5

事業費 ±10％ 1.3 1.6

事業期間 ±2年 1.3 1.5

＜算定結果＞
【事業全体】

変動ケース 費用便益比
（B/C）

交通量 ±10% 1.2 1.6

事業費 ±10％ 1.3 1.6

事業期間 ±2年 1.3 1.5

【残事業】

感度分析においても費用便益比（B/C）は1.0以上を確保

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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２ 事業の投資効果

定量的効果（費用便益分析：検討条件及び結果の比較）

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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２ 事業の投資効果

整備効果 内容 本事業への適用可能性・便益

直
接
効
果

鉄道横断等に
関する効果

１ 歩行快適性・通学路安全性
の向上（鉄道横断箇所）

• 踏切除却により、歩行者（児童）が自動
車や自転車と交錯せずに安心して鉄道
を横断できる安全性、踏切待ちの解消
による快適性の向上を評価

• 約2.4億円/年

２ 公共交通の生活利便性向上 • 踏切待ちの解消による運行本数の増加、
定時運行の実現を評価

• 定量的な評価手法の検討等が必要

３ 上下移動の快適性向上
（バリアフリー化）

• エスカレーターの整備による上下移動の
快適性の向上や、上下線ホーム間の移
動経路が改善されることによる移動時間
短縮を評価

• 現状で上下移動をせずに改札からホームに
移動する乗降客数を把握し、全乗降客数か
ら控除した値を把握することが必要

環境・景観に関
する効果

４ CO2等削減 • 渋滞緩和等によるCO2、NOX等の発生
の解消を評価

• 踏切部でのアイドリングの解消による
CO2、NOX等の発生の解消を評価

• 渋滞緩和等による温室効果ガス削減便益
CO2：約6.4億円/年
NOx：約0.4億円/年

• アイドリング解消による温室効果ガス削減便
益
CO2：約1.2万円/年
NOx：約0.5万円/年

５ 騒音削減 • 連立事業前後の騒音を比較し、削減の
効果を評価

• 定量的な評価手法の検討等が必要

高架下利用に
関する効果

６ 高架下空間の創出 • 鉄道高架化により、地方公共団体で利
用可能となる高架下空間の創出を評価

• 都市計画事業施行者は高架下貸付可能面
積の15%に相当する部分を利用可能だが、
定量的な評価手法の検討等が必要

• 国の「連続立体交差事業の整備効果に係る参考資料集」（平成26年3月）や他都市事例等に基づき、「その他の整備効果」として定量的に評価が可
能である項目について、本事業への適用可能性を整理して便益を算定

• 現時点で、定量的な評価が難しい項目（ピーク時における渋滞解消の効果等を含む）や定性的な効果などについて、他都市事例等を参考にしながら
算定方法や評価方法なども含めて検討を行う

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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２ 事業の投資効果

整備効果 内容 本事業への適用可能性・便益

間
接
効
果

安全な市街地の形成、
防災に関する効果

１ 人命保護
（避難迂回解消）

• 洪水・津波からの避難や避難所までの
移動にあたって、踏切から立体化済区
間までの迂回の解消を評価

• 駅舎位置や連立事業に伴う周辺道路
の接続など、関係機関協議等を踏ま
えた計画の具体化が必要

• 現状踏切による迂回ルートの検討が
必要

２ 人命保護
（新規避難路整備）

• 側道や高架下空間が避難路となること
に伴い、より近傍の避難所の利用や避
難所への迂回解消を評価

• 定量的な評価手法の検討等が必要

３ 人命保護
（緊急避難）

• 津波や水害発生時の切迫した状況下
で、近傍の構造物に避難できることに
よる人命保護を評価

• 緊急避難施設となる駅舎の詳細検討
の他、避難時の走行速度、避難可能
時間の設定が必要

４ 延焼遮断 • 連立事業を契機とした沿線における建
物の不燃化によって、延焼被害を受け
る建築物の減少を評価

• 整備前後の建物焼失棟数の把握、被
災確率等の検討が必要

５ 防災拠点整備 • 高架下空間に防災倉庫などを設置す
ることにより、市街地内に新たな防災
拠点を設けることで、住民の満足度が
向上することを評価

• 都市計画事業施行者と鉄道事業者と
における合意が必要

その他の効果
６ 商業活動等 • 連立事業を契機とした開発等（大規模

建物の立地、商業施設の立地等）によ
る経済面の効果を評価

• 連立事業を契機とした開発の詳細を
把握することが必要

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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１ 地域生活拠点に相応しい拠点性の向上

・高架下空間に多様な都市機能を集積し、既存商業棟との連携を促すことで、地域の更なる賑わい創出・活性化が期待できる。
・東急東横線日吉駅周辺等、周辺地域と連携強化に取り組むことで、地域に新たな賑わいを呼び込み、地域生活の拠点性向上が期待できる。
・大規模な土地利用転換の機会を的確に捉えた、地域の拠点性向上に寄与する都市機能の集積、地域に必要な道路や公園等の都市基盤の整備が期待できる。

２ コミュニティ形成と交流促進による新たな価値の創出

・幅広い世代の住民や、オフィスワーカー等の多様な人々
が交流することで、新たな価値の創出につながるコミュ
ニティ活動拠点等の整備が期待できる。

３ 地域資源を活用したまちの魅力向上

・地域の魅力やまちの価値を高めるため、住民や企業等と
協働・連携して取組を進めることで、夢見ヶ崎公園や二
ヶ領用水の桜並木といった既存の地域資源を活用した散
歩道やポケットパークの整備等、地域の魅力向上が期待
できる。

４ 気軽に訪れることができる交通環境の整備

・関連都市計画道路の整備に合わせた、高架下空間活用と
既存の交通広場との連携により、駅周辺の交通結節機能
強化を図るとともに、歩行者の安全で快適な交通環境を
整備する。駅周辺においては、回遊性の向上に向けたデ
ッキ等の整備による歩行者動線の充実が期待できる。

・駅周辺への来訪者が増えるとともに、まちの賑わい創出
を目指したバス路線等の充実が期待できる。

２ 事業の投資効果（新川崎・鹿島田駅周辺地区）

新川崎・鹿島田駅周辺地区において、連続立体交差化による投資効果が以下のとおり考えられる。

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点

資料「連続立体交差事業を見据えた南武線沿線まちづくり」（平成31年３月 川崎市）に基づき作成
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１ 都市機能集積や居住環境の改善による身近な生活拠点の形成

・高架下空間に多様な都市機能を集積し、既存商業棟との連携を促すことで、地域に更なる賑わい創出・活性化が期待できる。
・東急東横線元住吉駅や東急多摩川線下丸子駅周辺地域、西加瀬地区等の周辺地域との連携強化に取り組むことで、多様な人の暮らしや生活を豊かにする

まちの実現が期待できる。
・大規模な土地利用転換の機会を的確に捉えた、地域の拠点性向上に寄与する都市機能の集積、地域に必要な道路や公園等の都市基盤の整備が期待できる。
・関連都市計画道路の整備機会を捉えて、既存住居環境の改善、防災機能の強化を図ることで、暮らしや生活安全性、快適性の向上が期待できる。

２ コミュニティ形成と交流促進による新たな価値の創出

・幅広い世代の住民や、オフィスワーカー等の多様な人々
が交流することで、新たな価値の創出につながるコミュ
ニティ活動拠点等の整備が期待できる。

３ 地域資源を活用したまちの魅力向上

・地域の魅力やまちの価値を高めるため、住民や企業等と
協働・連携して取組を進めることで、二ヶ領用水や川崎
掘の桜並木といった既存の地域資源を活用した散歩道や
ポケットパークの整備等、地域の魅力向上が期待できる。

４ 気軽に訪れることができる交通環境の整備

・関連都市計画道路の整備に合わせた、駅周辺の交通結節
機能強化を図るとともに、歩行者の安全で快適な交通環
境を整備する。駅周辺においては、回遊性の向上に向け
たデッキ等の整備による歩行者同線の充実が期待できる。

・駅周辺への来訪者が増えるとともに、まちの賑わい創出
を目指したバス路線等の充実が期待できる。

２ 事業の投資効果（平間駅周辺地区）

平間駅周辺地区において、連続立体交差化による投資効果が以下のとおり考えられる。

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点

資料「連続立体交差事業を見据えた南武線沿線まちづくり」（平成31年３月 川崎市）に基づき作成
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１ 都市機能集積による身近な生活拠点の形成

・高架下空間に多様な都市機能を集積し、既存商業棟との連携を促すことで、地域に更なる賑わい創出・活性化が期待できる。
・土地利用転換の機会を的確に捉えた、既存住居環境の改善、防災機能の強化を図り、暮らしや生活安全性、快適性の向上が期待できる。

２ 武蔵小杉駅周辺地区との連携強化

・向河原駅西側に整備されている向河原駅前公園を活用した地域主体のイベントを、地域の企業や商店街等と連携して開催すること等により、賑わいの
創出等が期待できる。

・武蔵小杉駅周辺地区の拠点性の効果を向河原駅周辺地区
へ波及させるため、向河原駅周辺地区と武蔵小杉駅周辺
地区における一体的な賑わい創出を目指す。

３ 地域資源を活用したまちの魅力向上

・地域の魅力やまちの価値を高めるため、住民や企業等と
協働・連携して取組を進めることで、二ヶ領用水と川崎
掘の桜並木といった既存の地域資源を活用した散歩道や
ポケットパークの整備等、地域の魅力向上が期待できる。

４ 気軽に訪れることができる交通環境の整備

・関連都市計画道路の整備に合わせて、駅周辺の交通結節
機能強化を図るとともに、歩行者の安全で快適な交通環
境を整備する。駅周辺においては、回遊性の向上に向け
たデッキ等の整備による歩行者同線の充実が期待できる。

・駅周辺への来訪者が増えるとともに、まちの賑わい創出
を目指したバス路線等の充実が期待できる。

２ 事業の投資効果（向河原駅周辺地区）

向河原駅周辺地区において、連続立体交差化による投資効果が以下のとおり考えられる。

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点

資料「連続立体交差事業を見据えた南武線沿線まちづくり」（平成31年３月 川崎市）に基づき作成
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３ 事業の進捗状況（都市計画及び環境影響評価手続）

都市計画手続

環境影響評価手続きの流れ

都市計画素案説明会

公聴会

都市計画審議会都市計画決定（告示）

準備書の作成公告・縦覧（準備書）

準備書説明会

公告・縦覧（意見見解書）

公告・縦覧（評価書）
【令和５年度末】

【令和５年８月１５日～３０日】

公告・縦覧（都市計画案）

都市計画案の作成

都市計画素案の作成

【令和５年３月１６・１７日】

公告・縦覧（都市計画素案）

【令和５年４月１５日】

都市計画審議会

【令和５年３月２０日～４月３日】

評価書作成

準備書の作成

環境影響評価手続

【令和５年２月４・７・８・１１日】

【令和５年１月２０日～３月６日】

公聴会
【令和５年９月３０日】

環境影響評価審議会

【令和５年度末】

【令和５年１１月予定】

【令和６年１月予定】

【令和５年１１月予定】

令和５年度末の都市計画決定に向けて、都市計画及び環境影響評価の手続を進めている。

・・・直近の作業

５ 再評価の視点 （１）事業の必要性等に関する視点
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５ 再評価の視点 （２）事業の進捗の見込みの視点

２ 事業の投資効果事業の実効性（建設業における働き方改革関連法の適用）

令和６年４月から建設業においても時間外労働の上限規制が適用され、週休２日制が実施される。

出典：国土交通省ホームページ

労働者の休日数も考慮
した工期を設定する

勤務日減少による工期
へのしわ寄せが懸念さ
れる

建設現場をＤＸ化することにより、作業時間の短縮と業務効率化に繋げることで作業量を確保する。
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２ 事業の投資効果事業の実効性（建設業就業者の推移及び高齢化の進行）

最新のICT技術（UAV等を用いた測量やICT建機による施工）を積極的に導入し、作業時間の短縮と業務効率化に繋げ
ることで、限られた人員でも作業量を確保する。

将来的に建設業就業者の担い手不足、高齢化率の進行のリスクが見込まれる。

出典：国土交通省ホームページ

５ 再評価の視点 （２）事業の進捗の見込みの視点
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２ 事業の投資効果事業の実効性（公共工事設計労務単価の上昇）

将来的に人件費の高騰に伴い、事業費増額のリスクが見込まれる。

最新のICT技術（UAV等を用いた測量やICT建機による施工）を積極的に導入し、作業時間の短縮と業務効率化に繋げ
ることで、限られた人員でも作業量を確保する。

出典：国土交通省ホームページ

５ 再評価の視点 （２）事業の進捗の見込みの視点
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２ 事業の投資効果事業の実効性（物価の高騰）

各種資材価格の高騰による、工事費用の増額リスクが見込まれる。

引続き物価高騰の動向に注視し、本体工事費に対する影響について検討していく。

５ 再評価の視点 （２）事業の進捗の見込みの視点

出典：国土交通省ホームページ

45



２ 事業の投資効果事業の実効性（工事の長期化）

予期しない既存地下工作物の対応等による、工事の長期化のリスクが見込まれる

「既存地下工作物の有用性」や「撤去技術の有無や難易度」、または「撤去することによる周辺への影響」など踏まえ、
存置または撤去の判断を検討し、工事の進捗管理を行う。

５ 再評価の視点 （２）事業の進捗の見込みの視点

出典：日本建設業連合会ホームページ
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２ 事業の投資効果事業の実効性（用地取得の長期化）

用地取得の長期化による、事業の長期化のリスクが見込まれる

短期間に多くの用地を取得する必要があることから、権利者向けのアンケート結果を踏まえた用地取得計画を作成し、
関係地権者の方々に、移転時期や補償の手順などについて、個別に説明していく。

５ 再評価の視点 （２）事業の進捗の見込みの視点
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２ 事業の投資効果事業の実効性（鹿島田駅のペデストリアンデッキにおける課題）

ＶＲを用いて地域住民との議論を活性化させ、日常生活の快適性等を踏まえた鹿島田駅のペデストリアンデッキの
将来像を地域住民と共に検討していく。

鹿島田駅

オープンハウス型説明会におけるＶＲ体験鹿島田駅周辺の完成後ＶＲ映像

鹿島田駅のペデストリアンデッキは、既存ペデストリアンデッキ利用者の安心・安全な歩行経路確保の観点から、
駅前に接続させる方針としている。

５ 再評価の視点 （２）事業の進捗の見込みの視点
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５ 再評価の視点 （３）コスト縮減や代替案立案の可能性の視点

２ 事業の投資効果施工計画や事業手法、施設規模等の見直しの可能性

検討手法の分類 検討手法の抽出 検討内容の設定 検討結果

２ 別線高架工法の検討
（令和３年度実施済）

３ 昼間施工の検討
（今後検討予定）

施工方法の検討

施工量縮減の検討

作業時間確保の検討

コスト縮減・工期短縮
に係る検討

５ 別線高架工法の検討
（令和３年度実施済）

抜本的な見直しに係
る検討

構造工法の検討

現計画に反映
→仮線路敷設を不用とした

工事施工業者決定後
に検討予定

現計画に反映
→事業費を約200億円縮減

事業期間を５年短縮

工事施工業者決定後
に検討予定

１ 最新ICT施工の検討
（今後検討予定）

現在の事業計画で考えられるコスト縮減等に係る検討や抜本的な見直しの検討は以下のとおりである。

図 事業費縮減や工期短縮の検討内容と結果

４ 建設現場DX化の検討
（今後検討予定）

工事施工業者決定後
に検討予定
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対応方針（案）

・踏切の交通量（自動車、歩行者等）は、平成２６年度と比較し、若干の減少はあるものの大きな変化はな
い。また、踏切遮断時間も大きな変化はなく、コロナ後においても、抜本的な踏切対策は引き続き必要で
ある。

・事業の投資効率性を評価する指標である費用便益比（B/C）の値が1.0を上回っている。
・連続立体交差化によるまちづくりの事業投資効果が見込まれる。

・人件費等の高騰や事業の長期化等のリスクを見込んでおり、適切に対応していく。

・施工量縮減構造工法の検討については、別線高架工法への変更を既に行っている。
・施工方法や作業時間確保の検討については、今後、工事施工業者決定後に検討していくが、現時点にお

いて見直しの必要はない。

事業継続

検討結果

a 事業の必要性等に関する視点

b 事業の進捗の見込みの視点

c コスト縮減や代替案立案の可能性の視点
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